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中間報告（平成 23 年 11 月 16 日） 追加的論点 

 

 

 

 

 

Ⅰ．グローバル経済の中で進むべき道筋 

日本で低成長が長く続いている背景には、労働力人口の伸びの鈍化・減少、デフレの継続な

どとともに、成長するアジアの中に位置しながら、国際分業のメリットを十分に活用できて

いないことがあると考えられる。日本の比較優位が新興国の経済発展により変化しているに

もかかわらず、産業構造の転換やそれに適合した人材育成が遅れていることに大きな原因が

あるとみられる。 

 

１． 近隣諸国の増大する需要の取り込み 

（１）比較優位を活かす双方向貿易の拡大 

① 日本の貿易依存度は、現在も世界の中で最も低い水準にある。日本の主な貿易相手である

アジア・太平洋地域の成長率は高く、グラビティ（引力）理論にあるように、米国やＥＵ

に比べて貿易を拡大しやすい位置にあるにもかかわらず、世界貿易に占める日本のシェア

は低下を続けている。また、アジアの代表例として中国の輸入に占める日本のシェアをみ

ても低下している。その背景には、アジア等の新興国の経済発展により、日本の比較優位

が変化している中で、国際分業のメリットを活かせるよう十分適応できていないことがあ

ると考えられる。 

② 日本の貿易構造は、1990 年代に電気機械、一般機械、輸送機械などで現地生産への切り

替えや日本への逆輸入などが進んだことを受けて、かつての加工貿易型（垂直分業）から

双方向貿易型（水平分業）へと変化しつつある。 

③ 日本が強みを有すると考えられる高度人材集約的な分野、例えば、大規模な研究開発を要

するもの（炭素繊維、燃料電池等の素材、製品等）、特殊な技能を要するもの（ロボット、

工作機械、ベアリング等の資本財、部品等）、生産工程を含めて安全性への信頼が不可欠

デフレを脱却し、中長期的な経済成長を実現するため、 

- イノベーションの実現 

- 付加価値生産性の高い製造業・サービス業の拡大 

- 分厚い中間層の復活による消費拡大・雇用拡大の好循環の形成 

を通じて「新しい成長モデル」を構築するという観点で整理してはどう

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他地域と比べ、成長地域であるアジアに位置することで、エネルギ

ーコストの高止まり、また、今後の中国等の賃金コストの上昇も念頭に

おいて戦略を考える必要がある。 

 

 

 

 

 

 

ＷＧ３中間報告と追加的な論点の整理 
資料１ 
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なもの（農産物・食品、生活用品等）などでは、オンリーワンの技術など非価格競争力を

含めた国際競争力を維持・強化し、国際分業から得られる利益を拡大していくことは可能

と考えられる。 

④ 輸出相手先の所得の伸びに比例して日本からの輸出が伸びると仮定すると、輸出額は、

2010 年に比べて、2020 年には 1.5 倍程度、2030 年には 2.4 倍程度、このうちアジア向け

の輸出は、2020 年には 1.8 倍程度（日本の輸出全体に占めるシェアは現在の約５割から

約６割に）、2030 年には 3.1 倍程度（同約７割）になると試算されるが、このためには、

上述のような民間の積極的対応と政府による環境整備が不可欠である。 

 

（２）海外展開による収益機会の拡大 

① 国際分業から得られる利益を拡大するためには、企業の海外展開も重要となる。海外に進

出することにより生産規模の拡大や海外の豊富な労働力を活用することを通じて、企業が

事業を継続し、さらに、新規事業を展開する機会が拡大する。国内において、本社機能、

研究開発、高度な技術を要する素材・部品の生産等を担う雇用を維持・拡大することも可

能と考えられる。 

② 近年、海外から国内への所得の流れが拡大しており、海外からの要素所得が反映されてい

るＧＮＩ（国民総所得）は、ＧＤＰ（国内総生産）を３％程度上回るに至っている（投資

収益等）。これを踏まえ、経済政策の立案や目標設定に際して、ＧＮＩをＧＤＰとともに

重視すべきである。 

③ 現在、海外から収益を得ているのは主に製造業・大企業であるが、製造業に限らず、小売

業、サービス業などにおいても、また、中堅・中小企業についても、国内で蓄積したノウ

ハウやビジネスモデル、安全性などの品質の高さ、洗練されたサービスなどの強みを活か

して、海外展開が徐々に拡大している。海外のマーケット情報やリスク情報の提供などの

環境整備を進める必要がある。 

 

（３）高いレベルの経済連携の活用 

今後、世界経済は中国、インド、ブラジル等がＧＤＰの大きなウェイトを占めるようになる

と見込まれる。グローバルな経済秩序も、米国を中心とする先進国主導の 20 世紀型から新た

 

世界の規格ができる時に、日本の基準が世界の基準となるようにするべ

き。 

 

 

 

 

 

 

 

海外進出を拡大するにあたって、アジア・新興国に行く若者が少ない。

率先して海外に出ていく一種のエリート教育が必要。 

日本は直接投資残高が名目ＧＤＰ比で１５％とドイツの４６％に対し

て小さい。海外直接投資をアジアを中心に増やすことで、アジアの成長

と国内における成長をうまくリンクさせるべき。 

  

 

  

 

日本が優位性を持つサービス業の海外展開を重視し、政策的に後押しす

る戦略につなげていってはどうか。 
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なものに移行するプロセスにあるとも考えられる。 

今後、アジア・太平洋地域をはじめとして国際的な経済交流の重要性はますます高まる。ヒ

ト、モノ、カネ、サービスなどが国境を越えて行き交う際のハードルを引き下げるため、高

いレベルの経済連携をはじめ自由貿易体制の強化に積極的に関与することが重要である。 

 

２．空洞化を越えた産業構造の転換 

① 我が国の産業構造をみると、サービス化が趨勢的に進展してきている。名目ＧＤＰに占め

る製造業の割合は、1980 年の 28.0％から 80 年代に 1.5 ポイント、90 年代に 4.3 ポイン

ト、その後 2009 年までにさらに 4.2 ポイント低下し、18.0％となっている。 

② 日本が比較優位を有する分野（上記１．（１）③で示した分野等）の成長を実現すること

により、国際分業が進展する中で、空洞化といわれるような事態を避け、「ものづくり」

に軸足を置きつつ産業構造の転換を図ることができると考えられる。 

このためには、後述するように、企業や産業を越えた高度人材の育成が不可欠であり、

主として企業内教育に依存している現在の教育、人材育成のシステムの改革が必要であ

る。 

③ 国内では雇用吸収力のある産業の創出が課題となっている。しかしながら、雇用吸収力の

ある産業は、相対的に生産性が低く、賃金も低水準にとどまっているという問題がある。 

世界でいち早く進む少子・高齢化を前向きに捉え、他国に対して少子・高齢社会のモデ

ルとなる、付加価値生産性の高い財・サービスの供給体制を構築してくべきである。この

ためには、規制・制度改革を進め潜在的な需要を顕在化させるとともに、製造業の高い技

術力を医療、金融、公益サービスなど国内のサービス業等に活用すること（例えば、ＩＣ

Ｔの活用等）、必要な分野ではＭ＆Ａ等を通じた収益力の強化を進めることも必要である。 

④ 産業構造の転換を円滑に進めるためには、金融面でのサポートも不可欠であり、新しい事

業に挑戦する企業にリスクマネーの供給が行われる必要がある。 

現在、政府部門の赤字のファイナンスに使われている資金が、リスク投資を含め民間部

門に向かうようにするため、財政赤字の削減を進めることと並行して、信用リスクの評価

手法やコンサルティング能力の向上などによって金融仲介機能の強化を図るとともに、投

資ファンドの活用を含め民間部門がリスクをとるための環境整備を行う必要がある。 

 

 

 

地域的な経済連携を界の多角的なルールにまで高めていくことも重要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「モノ作り」やサービス生産における赤字生産構造からの脱却に向けた

方策について議論を進めてはどうか。 

 質の高いサービスが安く売られていることが、日本のサービス業の付加

価値生産性が低い要因の１つ。その背景には、例えば深夜の労働に対す

る対価が安すぎることもあるのではないか。質の高いサービスに対して

それなりの対価が支払われる仕組み・ルールが必要。（2/29 有識者会議） 

 

 

低下している金融機関の目利き能力を向上させることも必要。 
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３．国際的な金融環境の変化への対応 

① グレート・モデレーション（大いなる安定）と言われる時代は過ぎ、不安定な資本移動と

それに伴う為替の変動が起こる時代となっている。リーマン・ショックにみられるように、

経済の相互依存関係がますます深まる中で、一地域の問題が様々な経路で世界経済に影響

を与えるようになっている。このような中で、金融面での国際的な協調体制の強化は重要

な課題であり、我が国として制度設計を含め適切な貢献を行うべきである。 

② 欧州の債務問題に注目が集まっているが、今後も国際的な金融危機等の問題が起こること

を想定し、国際的な危機対応スキームの強化、モニタリング機能の強化など危機管理の在

り方について検討すべきである。 

③ 近隣諸国が資本移動等の規制を継続する中で、自由化されている我が国の為替レートが大

きく変動する傾向にあること等に鑑み、近隣諸国の発展段階を踏まえながら、資本移動の

自由化など金融・為替に関わる制度調整を促すことが必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 
 

Ⅱ．中間層の再生 

１．中間層の再生に向けて 

かつては、「一億総中流」と言われ、分厚い中間層の存在が消費の拡大や生産性の向上を支

え、経済発展と社会の安定の礎となってきた。しかしながら、日本経済の潜在的な成長力が

低下し、高い成長を期待できなくなった中で、近年においては、貧困化や格差問題に悩む人

や将来に不安を持つ人も増加している。中間層の抱える問題や不安を緩和し、希望が持てる

社会としていく必要がある。 

 

（１） 中間層の動向 

① 中間層の定義は様々であり、実態をよく把握することが必要である。内閣府の「国民生活

に関する世論調査」によれば、生活のレベルを「中流」と考える人の割合に大きな変動は

ない。ただし、細かくみれば、いわゆる「上流」と「下流」への二極化が進んでいるとみ

ることもできる。また、「社会階層と社会移動調査」によれば、「中流」が減少し、「下流」

が増えている。 

② 一方、「国民生活基礎調査」から所得分布の変化をみると、必ずしも二極化が進んでいる

わけではなく、高齢化等の要因もあり、総じて貧困化する傾向がみられる。また、雇用者

全体の４割程度を占めていた、時間当たり賃金で 1,000 円～1,700 円の雇用者が大きく減

少しているとの分析もある。 

③ 最近、国民の中に様々な不安感が高まっており、かつては中間層と意識できれば一応満足

できたが、現在では中間層であっても満足というわけではなくなってきている。 

④ かつては、大企業・中堅企業等の正社員として就職して定年まで勤務し、戸建ての自宅や

車を所有するといった中間層の典型的なイメージがあったが、今日では、職業における流

動性が高まり、個人の価値観が多様化しライフスタイルも様々になっていることから、中

間層の典型的な単一のイメージは描きにくくなっている。 

 

（２） 今後の取組の方向性 

上記Ⅰ．で述べた対応等により、一定程度の経済成長を確保するとともに、以下のような取

組を進めることが重要である。 

 

 

 

これまでの日本の中間層の形成メカニズムと、それを支えてきた諸条件

の変化を体系的に整理し、議論を深めてはどうか。 
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① 産業構造の変化に対応する雇用 

中間層の抱える問題や不安を緩和する必要がある。とりわけ、生活の基盤となる雇用の問

題に取り組むことが必要である。 

グローバル化による海外の安い労働力との競争やＩＣＴ化による定型的業務の減少など

により、かつてのように長期安定的な雇用関係を維持することは困難になりつつある。雇

用は充実した生活の基盤であり、産業構造の変化に応じて、人材の育成や労働移動の円滑

化を進める必要がある。 

② 就業を支える公共サービス 

個人の職業能力を高めるとともに就業を支援するため、教育・訓練、育児、介護等の各分

野において、質の高いサービスが提供されるようにする必要がある。その際、多様なニー

ズに対応するため、バウチャー等の活用も含め、民間による供給を促進すべきである。 

③ セーフティネットとしての再分配制度 

真に必要としている人に必要なサポートが行き届くようにするためには、社会保障・財政

の持続可能性を確立するとともに、社会保障の重点化（世代内格差の是正の観点が重要）、

社会保障・税に関わる共通番号制度の早期導入を進める必要がある。また、雇用の流動化

に対応できる制度に改善していくとともに、支援が必要な母子・父子世帯等がセーフティ

ネットから外れないよう、再分配制度を機能させていく必要がある。 

 

２．雇用をめぐる課題と人的資本の形成 

（１）雇用の現状 

① 正社員の求人が低水準にとどまる一方、中小企業や介護分野などの高い求人倍率が示し

ているように、労働市場には様々なミスマッチが存在している。また、失業期間の長期

化や非正規化が進行している。 

② 若年層の失業率は高く、新卒一括採用から漏れた若年層の失業は長期化している。また、

企業内教育を中心とした人材育成システムの中で、未就業または短期や非正規就業の若年

層の能力蓄積は進んでいない。 

 

（２）今後の取組の方向性 

 

 

 

 

 

人材の最適配置という効率性を追求するためには、雇用の流動化が重要

である一方、人材育成のためには、同一企業内での継続的な雇用が重要

であるというトレードオフがあることには留意が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中間層の再生というテーマのポイントになると考えられる①非正規雇

用の拡大への対応策、②人材育成策のあり方等について、より具体的な

政策の在り方を議論していってはどうか。 

 

 

新卒一括採用・終身雇用を前提とした正規雇用に対する雇用保護の強さ

が正規雇用の採用コストを引き上げており、非正規雇用若しくは不採用

に結びついている。トライアル雇用の拡充など初期採用コストを下げつ

つ企業内教育を受ける機会を与える機会を確保すべき。 
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① 人口減少が進む中で一定の経済成長を確保するためには、一人一人が能力を発揮できるよ

うにすることが不可欠であり、労働の質を高め付加価値生産性を向上させる必要がある。 

これまで、教育・訓練については、主として企業内教育に依存してきたが、雇用の流動

化に対応できない、また経済社会全体で進展しているＩＣＴ化に関する共通的な知識、技

能を習得しにくい等の問題があり、これまでの企業内教育に加え、企業や産業を越えた汎

用性のある技能向上、能力蓄積、資格取得などができるシステムを構築する必要がある。 

こうした観点から、産業界と高等教育機関等との連携強化を行うとともに、食品、製品、

設備等広範な分野におけるリスク・安全性評価に関する専門家の育成、基礎研究・研究開

発分野の人材育成への重点的な資源配分を行う必要がある。 

② 中長期的には人口減少の中で労働力の確保が重要となる。そのため、まずは若年層の就業

を促進すべきである。職業訓練と組み合わせた就業支援を強化するとともに、正規・非正

規の格差の是正等に取り組む必要がある。 

③ 高齢者や女性の就業を進めるためには、多様な働き方ができる柔軟な雇用システムを整備

することが必要である。 

例えば、高齢者に関しては、年金制度との整合性も踏まえ、定年制度、再雇用制度、賃

金体系等を、高齢者の生活実態や生産性に対応したものとしていく必要がある。なお、高

齢者の雇用を促進することによって若年層の雇用が抑制されることのないよう配慮が必

要である。 

女性に関しては、出産・育児、教育など家庭の実情を踏まえ、男性も含めた働き方の仕

組みを改革し、いわゆるＭ字型の就業形態を解消することを目指すべきである。 

企業内の能力開発コストを外から支援する仕組みを拡充すべき。 

人的資本投資を促進するためにはその収益である所得の増加が大きな

インセンティブとなるが、所得税はそれを阻害してしまう。一方、消費

税はより中立的である。 

身についた能力が市場で適切に評価されるような制度（ジョブカード

等）の拡充・実用化が重要。 

 

 

 

 

正規と非正規を二者択一で考えるのではなく、フレキシブルに多様な働

き方が選択できるという仕組みが望ましい。100％正規にしようという

のは必ずしも良い解決策ではない。（2/29 有識者会議） 

正規・非正規における公的制度の格差を早急に是正すべき。例えばパー

ト労働者について厚生年金への加入を免除している制度を是正すべき。 

 

 

 

 

 


